
船主企第 11 号 
2021 年 4 月 2 日 

会 員 各 位 
（税 制 関 係） 

日本船主協会 
（企画部） 

 
令和 3 年度税制改正法案（海運関係）の成立・施行等について 

 
令和 3 年度税制改正における当協会重点要望（外航船舶の特別償却制度）について、

去る 3 月 26 日の参議院本会議において税制改正法案が可決・成立し、3 月 31 日付で制

度の要件等に係る告示が官報に掲載されたことを受け、外航課より添付の通り事務連絡

がありましたのでご送付いたします。なお、令和 3 年度税制改正にて措置されることに

なりました当協会重点要望事項に係る海運税制は以下の 2 点です。 
 
１．船舶の特別償却制度（外航課事務連絡（添付①）） 
・租税特別措置法第十一条第一項の表第二号及び第四十三条第一項の表第二号の規定の適用

を受ける船舶を指定する告示の一部を改正する告示（令和3 年国土交通省告示第315 号） 
・租税特別措置法第三十七条第一項の表第八号及び第六十五条の七第一項の表第八号

の規定の適用を受ける船舶を指定する告示の一部を改正する告示（令和 3 年国土交

通省告示第 316 号）（以上添付②） 
⇒ 特償対象となる船舶の要件を定める告示を以下の通り改正するもの。 

   〇 2021.4.1 以降に建造契約した船舶については「グレイウォータータンク」「ビルジ

プライマリータンク」の搭載が必須（別表 1 第 1 号）。 
〇 2022.4.1 以降に建造契約されたガス運搬船（15,000DWT 以上） 、コンテナ船、

一般貨物船、液化天然ガス運搬船、グルーズ船について、削減率を「Phase3 条約

値+2%」に引き上げ（別表 1 第 1 号・2 号）。 
〇 2021.4.1 以降に建造契約された自動車運搬船について、削減率を 17%から 22％に

引き上げ（別表 1 第 3 号）。 
   〇 内航船舶：安全・省力化設備要件の一部を見直し（2,000GT 未満の船にも衛星航

法装置を必須要件化）の上、2 年間延長（別表 2 第 1 号）。 
 
２．国際船舶に係わる固定資産税の特例措置 
・本特例措置については延長と拡充が認められましたが、延長に係る「地方税法等の

一部を改正する法律」は 3 月 26 日の参議院本会議において可決・成立したものの、

拡充（海上運送法上で認定された特定船舶の課税標準を 1/36）に係る「海事産業の

基盤強化のための海上運送法等の一部を改正する法律案」については、現在法案審

議中のため、成立次第改めてお知らせ致します。 
 
【本件に関するお問合せ先】 

日本船主協会 企画部（税制担当）望月・藤本・三木 
TEL：03-3264-7174 FAX：03-5226-9166 E-mail：pln-div@jsanet.or.jp 

以上 

【資料1-1-1-7】 



  

事  務  連  絡 
令和 3 年 4 月 1 日 

 
 

一般社団法人日本船主協会企画部 御中 
 

国土交通省海事局外航課    
 
 

船舶の特別償却制度に係る要件等の官報告示について 
 

租税特別措置法の一部改正を含む「所得税法等の一部を改正する法律案」が 3 月 26 日に成立

したことを受け、3 月 31 日に船舶の特別償却制度及び船舶の買換特例制度に係る要件等を官報

告示致しましたので、お知らせ致します。 
なお、船舶の買換特例制度に係る告示については、条項のずれを修正する形式上の改正のみで

あり、要件の変更に係るものではございません 
 
 
＜添付資料＞ 
・租税特別措置法第十一条第一項の表第二号及び第四十三条第一項の表第二号の規定の適用を受

ける船舶を指定する告示の一部を改正する告示（令和 3 年国土交通省告示第 315 号） 
・租税特別措置法第三十七条第一項の表第八号及び第六十五条の七第一項の表第八号の規定の適

用を受ける船舶を指定する告示の一部を改正する告示（令和 3 年国土交通省告示第 316 号） 
 




















